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一般社団法人岳南法人会 



 

 

令和 7 年度事業報告 

自 令和 7 年 4 月  1 日 
至 令和 8 年 3 月 31 日 

 
 岳南法人会は平成 25 年 4 月 1 日より一般社団法人としてスタートいたしました。 
事業展開にあたっては、当初定めた「公益目的支出計画」に則り、公益法人制度改革の原点

である「税」に軸足を置き、会員以外にも対象を広げ「納税意識の向上」「税制への建設的

提言」「自己研鑽機会の提供」「地域社会への貢献」などの活動を展開いたしました。 

 
 
1.  組織の充実・強化 

（1） 本年も会員増強については、9 月から 12 月までの会員増強期間中に本会、支

部、部会が一体となって取り組み、支部役員一人一社の新会員獲得を目標に掲

げ 134 社の獲得目標及び対前年 12 月末比純増 1 社の目標設定をいたしまし

た。 
結果は令和 8 年 3 月末までに獲得 117 社（前年度 125 社）となりました。し

かしながら、厳しい経済環境により解散・廃業・退会・会費未納等により、脱

会は 128 社（前年度 168 社）ありました。よって 3 月末会員数は 3,761 社（前

年度 3,772 社）と前年を下回りましたが、各支部、関係金融機関、保険会社の

努力と協力に感謝いたします。 
（2） 青年部会・女性部会は、役員及び委員会を基軸に本会との連携を密にして租税 

教室を実施し、子供たちに税の大切さを学んでもらいました。 
「チャリティーコンサート」「夏休み親子税金教室と感動映画上映」「税に関す 
る絵はがきコンクール」「スポーツ交流会」「税務研修会」等に積極的に参加し、 
活発な事業活動が展開され会員相互の啓発・意識の向上が図られました。 

（3） 組織の充実・強化を図る施策「福利厚生制度加入企業拡大キャンペーン

“Challenge100”」は保険会社 3 社と協力し、実績を残すことができました。 

 
2.  地域社会貢献活動の推進 
      地域社会貢献活動の一環として「夏休み親子税金教室と感動映画上映」(上映 

映画 アナと雪の女王 2)を開催しました。岳南法人会チャリティーコンサ 

ートは令和 8 年 1 月 31 日に富士ロゼシアター（中ホール）にて「海援隊」を

迎えて開催し、武田鉄矢氏の軽妙なトークも好評を博しました。 
また、収益金の一部とチャリティー募金の合計金額 400 千円を、富士市・富士

宮市の社会福祉協議会へ寄付し善意の評価をいただきました。 



各種講演会では会員以外にも参加を募り、多くの人にご参加いただきました。 

 
3.  研修活動の充実強化 
      「経営セミナー」「税制改正説明会」「新設法人説明会」「年末調整説明会」「速

修経理実務講習会」等を実施し、参加人員の増加と内容の充実強化を図り、会

員・会員外を問わず多くの参加がありました。また、令和 7 年度から事業研修

委員会による新たな取組として健康経営研修会を開催したほか、地区協議会・

部会において税務研修会を開催し、支部では視察研修旅行等も実施しました。 

 
4.  税制改正への対応 
      税制委員会を中心に「令和 8 年度税制改正要望事項」を取りまとめ、日本経済 
      の活性化を目指し、社会保障と税の一体改革の推進、法人税の引下げ、行財 
      政改革の推進等を課題として全法連を通じ関係方面に強く要望するとともに、 
      富士市長、富士宮市長、富士市議会議長、富士宮市議会議長に陳情を行いまし 

た。 

 
5.  租税教育活動 
      青年部会を中心に、次世代を担う子供たちに税の大切さを認識してもらうため

に出前の「租税教室」を、令和 7 年 5 月 12 日に富士市立吉永第一小学校 6 年

生 2 クラス、令和 7 年 5 月 23 日に富士市立伝法小学校 6 年生 4 クラス、令和

7 年 6 月 9 日に富士宮市立黒田小学校 6 年生 3 クラス、令和 7 年 6 月 27 日に

富士市立丘小学校 6 年生 4 クラス、令和 7 年 9 月 8 日に富士宮市立北山小学

校 6 年生 1 クラスにて開催しました。また、昨年からスタートした中学校租税

教室は、令和 8 年 1 月 15 日、富士宮市立第二中学校 2 クラスにて実施しまし

た。 

      女性部会においては、「税に関する絵はがきコンクール」作品を募集し 1,067
点の応募があり、最優秀作品賞、富士税務署署長賞、富士財務事務所所長賞、

富士市長賞、富士宮市長賞、部会長賞、入選作品が選ばれ確定申告会場・金融

機関ロビーで展示しました。また、今年の最優秀作品賞は静岡県知事賞及び全

法連女連協会長賞を受賞し、富士税務署署長賞、富士市長賞とあわせて当該小

学校にて表彰式を行いました。 

 
6.  広報活動の充実 

   会員以外も視野に入れた効果的な「税の啓発」に役立つ広報活動を展開し、会 
報誌「がくなん」も第 175 号・176 号を発刊することができました。 
また、インターネットセミナー・オンデマンド、e-Tax の普及をアピールし、 
ホームページを通して、会員・一般に向けた広報活動を行いました。 

 



7.  福利厚生制度の推進 
      「福利厚生制度加入企業拡大キャンペーン“Challenge100”」の積極的な推進を 

図りました。 
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8,966,000 10,357,000 △ 1,391,000
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50,487,887 60,943,707 △ 10,455,820
4,299,553 4,972,500 △ 672,947
6,774,326 8,320,319 △ 1,545,993
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1,516,270 2,241,578 △ 725,308
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12,453,626 15,581,489 △ 3,127,863
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6,958,921 8,089,284 △ 1,130,363
1,207,462 1,571,002 △ 363,540

304,680 142,800 161,880
89,874 57,413 32,461
16,500 224,125 △ 207,625
747,924 1,118,610 △ 370,686
702,971 572,436 130,535
717,444 713,581 3,863

          福利厚生事業収益

        事業収益

          研修事業収益

          正会員受取会費

          賛助会員受取会費

        受取補助金等

          受取県連補助金

（単位:円）
当年度 前年度 増  減

          特定資産受取利息

        受取会費

        特定資産運用益

          会員親睦事業収益

          社会貢献事業収益

          受取全法連助成金

          受取負担金

          青年・女性部会受取負担金

          受取全法連補助金

        受取負担金

          受取全法連助成金振替額

          募金収益

        雑収益

        受取寄付金

        事業費

          役員報酬

        経常収益計

    (2) 経常費用

          受取利息

          雑収益

          会議費

          旅費交通費

          福利厚生費

          事務委託費

          給料手当

          退職給付費用

          賃借料

          諸謝金

          消耗品費

          印刷製本費

          通信運搬費

          保険料

          消耗什器備品費

          支払負担金

          支払寄付金

          租税公課

          諸会費

          広告宣伝費

          渉外慶弔費

          委託費

          会場費

          新聞図書費

科        目

Ⅰ　一般正味財産増減の部

  １．経常増減の部

    (1) 経常収益

        基本財産運用益

          基本財産受取利息

令和７年度　正味財産増減計算書
令和７年４月１日　～　令和８年３月３１日

          表彰費

          リース料

          支払手数料



当年度 前年度 増  減科        目

0 150,000 △ 150,000
10,625,138 11,387,294 △ 762,156
1,646,447 1,527,500 118,947
2,021,216 2,150,759 △ 129,543

92,935 180,384 △ 87,449
500,047 605,953 △ 105,906
29,760 25,536 4,224
994,760 1,201,400 △ 206,640
148,794 143,623 5,171
631,366 698,143 △ 66,777
20,042 0 20,042
499,787 478,656 21,131
532,330 1,113,742 △ 581,412
893,693 766,846 126,847
78,392 71,957 6,435
419,575 424,675 △ 5,100
13,000 52,000 △ 39,000
100,000 0 100,000
223,806 290,136 △ 66,330
90,750 170,610 △ 79,860
295,300 350,400 △ 55,100
342,406 140,540 201,866
350,340 345,070 5,270
246,656 302,388 △ 55,732
380,760 290,833 89,927
72,976 56,122 16,854

0 21 △ 21
61,113,025 72,331,001 △ 11,217,976

△ 1,460,643 △ 11,096,894 9,636,251
0 0 0

△ 1,460,643 △ 11,096,894 9,636,251

0 0 0

0 0 0
0 0

△ 1,460,643 △ 11,096,894 9,636,251
0 0 0

△ 1,460,643 △ 11,096,894 9,636,251
51,481,482 62,578,376 △ 11,096,894
50,020,839 51,481,482 △ 1,460,643

22,840,600 22,354,800 485,800
22,840,600 22,354,800 485,800

△ 22,840,600 △ 22,354,800 △ 485,800
△ 22,840,600 △ 22,354,800 △ 485,800

0 0 0
0 0 0
0 0 0

0 0 0
0 0 0
0 0 0

50,020,839 51,481,482 △ 1,460,643

          消耗什器備品費

          退職給付費用

          福利厚生費

          役員報酬

          給料手当

          印刷製本費

          賃借料

          消耗品費

          委託費

          会場費

          新聞図書費

          当期一般正味財産増減額

          一般正味財産期首残高

          税引前当期一般正味財産増減額

          法人税、住民税及び事業税

        経常費用計

          評価損益等調整前当期経常増減額

          評価損益等計

          当期経常増減額

  ２．経常外増減の部

    (1) 経常外収益

          広告宣伝費

          渉外慶弔費

          表彰費

          リース料

          支払手数料

          雑費

          基金期末残高

Ⅳ　正味財産期末残高

          当期指定正味財産増減額

          指定正味財産期首残高

          指定正味財産期末残高

Ⅲ　基金増減の部

          当期基金増減額

          基金期首残高

          一般正味財産期末残高

Ⅱ　指定正味財産増減の部

        受取補助金等

          受取全法連助成金

        一般正味財産への振替額

          一般正味財産への振替額

        経常外収益計

    (2) 経常外費用

        経常外費用計

          当期経常外増減額

          支払負担金

          支払寄付金

          租税公課

          諸会費

          旅費交通費

          通信運搬費

          事務委託費

          会議費

          雑費

        管理費



（単位：円）

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１）経常収益

　基本財産運用益

　　基本財産受取利息

　特定資産運用益

　　特定資産受取利息

　受取会費

　　正会員受取会費

　　賛助会員受取会費

　事業収益

　　研修事業収益

　　福利厚生事業収益

    会員親睦事業収益

    社会貢献事業収益

  受取補助金等

    受取県連補助金

    受取全法連助成金

    受取全法連助成金振替額

    受取全法連補助金

  受取負担金

　　受取負担金

　　青年・女性部会受取負担金

　受取寄付金

　　募金収益

　雑収益

　　受取利息

    雑収益

　経常収益計

（２）経常費用

　事業費

    役員報酬

    給料手当

　　退職給付費用

　　福利厚生費

　　事務委託費

　　会議費

　　旅費交通費

　　通信運搬費

　　消耗什器備品費

　　消耗品費

　　印刷製本費

　　賃借料

　　保険料

　　諸謝金

　　租税公課

　　諸会費

　　支払負担金

　　支払寄付金

　　委託費

　　会場費

　　広告宣伝費

    渉外慶弔費

    表彰費

　　リース料

　　支払手数料

正味財産増減計算書内訳表
令和７年４月１日　～　令和８年３月３１日

0

0 400,000

350,987 227,461 0 169,476 0 0 747,924

325,830 213,627 0 163,514 0

16,500 0 0 0 0

10,092 7,444 0 72,338

160,880 143,800 0 0 0

397,867 582,305 0 227,290 0 0 1,207,462

1,185,591 3,740,000 0 2,033,330 0

0 400,000 0 0 0

378,800 118,800 0 754,200 0 0 1,251,800

10,519 6,817 0 5,079 0 0 22,415

0 0 3,168

55,000 1,620,463 0 55,000 0

0 0 0 3,168

0 1,730,463

1,271,711 824,143 0 614,053 0 0 2,709,907

2,366,785 114,816 0 79,698 0 0 2,561,299

0 0 2,570,084

631,961 579,056 0 1,087,402 0

1,047,363 1,449,840 0 72,881

0 2,298,419

43,421 28,287 0 9,890 0 0 81,598

210,440 213,450 0 259,188 0 0 683,078

364,144 113,207 0 11,976,275 0 0 12,453,626

0 0 1,516,270

42,348 27,444 0 20,448 0

711,558 461,132 0 343,580

0 90,240

134,650 99,136 0 49,079 0 0 282,865

3,313,281 2,481,222 0 979,823 0 0 6,774,326

0 0 50,487,887

1,873,585 859,197 0 1,566,771 0

15,549,186 14,385,516 0 0 20,553,185

0 4,299,553

200,000 2,432,210 22,840,600 0 7,490,222 0 26,689,350 59,652,382

0 89,870 89,870

0 0 0 0 752,028 0

0 0 0 0 0

1,162,250 1,914,278

0 0 0 0 752,028 0 1,252,120 2,004,148

0 200,210 0 0 0 0 0 200,210

0 1,263,000 1,263,000

0 200,210 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 200,210

100,000 0 0 0 0 0

0 0 0 0 4,194 0 1,263,000 1,267,194

100,000 0 0 0 0 94,000 194,000

0 22,840,600

0 0 0 0 0 0 50,000 50,000

0 0 22,840,600 0 0 0

0 282,000 0 0 0 0 0 282,000

200,000 0 22,840,600 0 0 0 1,581,969 24,622,569

0 1,950,000 0 0 0 0 0 1,950,000

0 0 0

0 0 0 0 6,734,000 0

0 0 0 0 0

0 6,734,000

0 0 0 0 0

87,000 87,000

0 2,232,000 0 0 6,734,000 0 0 8,966,000

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 22,571,500 22,571,500

0 0 0 0 0 0 8,261 8,261

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 12,500 12,500

合   計
継続１ 継続２ 継続共通 収益１ その他１ 収益等共通 法人会計

0 12,500 12,500

8,261 8,261

0 22,484,500 22,484,500

継続目的事業会計 収益事業等会計 法人会計
科　　　　　　目

1,437,969 1,537,969

13,000 0 0 0 0 13,000

0 0 0 0 4,194 0 0 4,194

0 6,958,921

0 0 89,874

0 16,500

0 304,680

0 702,971



（単位：円）

合   計
継続１ 継続２ 継続共通 収益１ その他１ 収益等共通 法人会計

継続目的事業会計 収益事業等会計 法人会計
科　　　　　　目

　　新聞図書費

　　雑費

　管理費

    役員報酬

    給料手当

　　退職給付費用

　　福利厚生費

　　事務委託費

　　会議費

　　旅費交通費

　　通信運搬費

　　消耗什器備品費

　　消耗品費

　　印刷製本費

　　賃借料

　　租税公課

    諸会費

　　支払負担金

　　支払寄付金

　　委託費

　　会場費

　　広告宣伝費

　　渉外慶弔費

　　表彰費

　　リース料

　　支払手数料

　　新聞図書費

　　雑費

　経常費用計

　　評価損益等調整前当期経常増減額

　　評価損益等計

　　当期経常増減額

２．経常外増減の部

（１）経常外収益

　 退職給付引当金戻入益

　 経常外収益計

（２）経常外費用

 　経常外費用計

　　当期経常外増減額

　　税引前当期一般正味財産増減額

　　他会計振替額

　　法人税・住民税及び事業税

　　当期一般正味財産増減額

　　一般正味財産期首残高

　　一般正味財産期末残高

Ⅱ　指定正味財産増減の部

  受取補助金等

    受取全法連助成金

　一般正味財産への振替額

　　一般正味財産への振替額

　　当期指定正味財産増減額

　　指定正味財産期首残高

　　指定正味財産期末残高

Ⅲ　基金増減の部

　　当期基金増減額

　　基金期首残高

　　基金期末残高

Ⅳ　正味財産期末残高

0 0 0 0 0 0 20,042 20,042

631,366

1,646,447 1,646,447

2,021,216 2,021,216

0 13,000 13,000

994,760 994,760

631,366

0 0 0 0

0

29,760 29,760

0 893,693 893,693

△ 147,978,535 △ 132,731,943 274,718,887 0 △ 171,117,954 0 227,130,384 50,020,839

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

92,935 92,935

500,047 500,047

0 0 0

10,625,138 10,625,138

148,794 148,794

0 0 0 0 0

0

0

0 0 0 0

0 0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0

△ 147,978,535 △ 132,731,943 274,718,887 0 △ 171,117,954 0 227,130,384 50,020,839

0 16,064,212 △ 1,460,643

△ 132,629,349 △ 120,778,637 251,878,287 0 △ 158,054,991 0

△ 15,349,186 △ 11,953,306 22,840,600 0 △ 13,062,963

211,066,172 51,481,482

0 0 0 0 0 0 0

△ 15,349,186 △ 11,953,306 22,840,600 0 △ 13,062,963 0 16,064,212 △ 1,460,643

0 0 0 0 0 0

0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

△ 15,349,186 △ 11,953,306 22,840,600 0 △ 13,062,963 0 16,064,212 △ 1,460,643

0 0 0 0 0 0 0 0

380,760

0 0 0 0 0 0 72,976 72,976

0 10,625,138 61,113,025

△ 15,349,186 △ 11,953,306 22,840,600 0 △ 13,062,963 0

15,549,186 14,385,516 0 0 20,553,185

16,064,212 △ 1,460,643

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

246,656 246,656

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 380,760

0 0 0 0 0 0 342,406 342,406

100,000 100,000

90,750 90,750

0 0 0 0 0 223,806

0

0 0 0 0 0 0

0 0

0

0 0 0 0 0 0

0

0 0 0 0 0

78,392 78,392

0 0 0 0 0 0 419,575 419,575

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 499,787 499,787

0 0 0 0 0 0 532,330 532,330

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

632,873

0 0 0 0 0 0 0 0

73,869 0 10,702 0 0 717,444

0

0 0 0 0 0

0

0

0

223,806

0 0 0

295,300 295,300

350,340 350,340



（単位　：　円）
科目 当年度 前年度

Ⅰ　　資産の部

　　１．流動資産

　　　　現金預金 35,086,991 37,012,451 △ 1,925,460

　　　　定期預金 0 0 0

　　　　未収金 0 0 0

　　　　仮払金 0 0 0

　　　　未収消費税等 0 0 0

　　　　仮払金 58,647 0 58,647

　　　　　　流動資産合計 35,145,638 37,012,451 △ 1,866,813

　　２．固定資産）

　　（１）基本財産

　　　　定期預金 10,000,000 10,000,000 0

　　　　　　基本財産合計 10,000,000 10,000,000 0

　　（２）特定資産

　　　　退職給付引当資産 2,239,300 2,523,500 △ 284,200

　　　　社会貢献引当資産 0 0 0

　　　　周年行事引当資産 1,000,000 1,000,000 0

　　　　青年部会周年行事引当資産 450,000 300,000 150,000

　　　　女性部会周年行事引当資産 400,000 300,000 100,000

　　　　　　特定資産合計 4,089,300 4,123,500 △ 34,200

　　（３）その他固定資産

　　　　保証金 3,150,000 3,150,000 0

　　　　　　その他固定資産合計 3,150,000 3,150,000 0

　　　　　　固定資産合計 17,239,300 17,273,500 △ 34,200

　　　　　　資産合計 52,384,938 54,285,951 △ 1,901,013

Ⅱ　　負債の部

　　１．流動負債

　　　　未払金 0 126,201 △ 126,201

　　　　預り金 53,799 83,768 △ 29,969

　　　　未払消費税等 0 0 0

　　　　未払法人税等 71,000 71,000 0

　　　　　　流動負債合計 124,799 280,969 △ 156,170

　　２．固定負債

　　　　退職給付引当金 2,239,300 2,523,500 △ 284,200

　　　　　　固定負債合計 2,239,300 2,523,500 △ 284,200

　　　　　　負債合計 2,364,099 2,804,469 △ 440,370

Ⅲ　　正味財産合計

　　１．基金

　　　　基金 0 0 0

　　２．指定正味財産

　　　　指定正味財産合計 0 0 0

　　３．一般正味財産

　　　（１）代替基金 0 0 0

　　　（２）その他一般正味財産 50,020,839 51,481,482 △ 1,460,643

　　　　　　一般正味財産合計 50,020,839 51,481,482 △ 1,460,643
　　　　　　（うち基本財産への充当額） (10,000,000) (10,000,000) 0
　　　　　　（うち特定資産への充当額） (1,850,000) (1,600,000) 250,000

　　　　　　正味財産合計 50,020,839 51,481,482 △ 1,460,643

　　　　　　負債及び正味財産合計 52,384,938 54,285,951 △ 1,901,013

 貸　借　対　照　表 

令和 8 年 3 月 31 日現在

増    減



財 務 諸 表 に 対 す る 注 記 

１．重要な会計方針 

（１）引当金の計上基準 

    退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、期末退職給与の自己都合 

要支給額に相当する金額を計上している。 

（２）消費税等の会計処理 

    消費税等の会計処理は税込方式によっている。 

 

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

   基本財産及び特定資産の増減及びその残高は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科     目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

基本財産     

 定期預金 10,000,000 0 0 10,000,000 

【基本財産合計】 10,000,000 0 0 10,000,000 

 特定資産 0    

退職給付引当資産 2,523,500 295,800 580,000 2,239,300 

  社会貢献活動引当資産 0 0 0 0 

  周年行事引当資産 1,000,000 0 0 1,000,000 

  青年部会周年行事引当資産 300,000 150,000 0 450,000 

  女性部会周年行事引当資産 300,000 100,000 0 400,000 

【特定資産合計】 4,123,500 545,800 580,000 4,089,300 

【合      計】 14,123,500 545,800 580,000 14,089,300 

 

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

   基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 

                                                     （単位：円） 

科     目 当期末残高 
（うち指定正味財

産からの充当額） 

（うち一般正味財産

からの充当額） 

（うち負債に対す

る額） 

基本財産     

 定期預金 10,000,000 0 (10,000,000) － 

【小      計】 10,000,000 0 (10,000,000) － 

 特定資産     

退職給付引当資産 2,239,300 0 0 (2,239,300) 

  社会貢献活動引当資産 0 0 0 － 

  周年行事引当資産 1,000,000 0 (1,000,000) － 

  青年部会周年行事引当資産 450,000 0 (450,000) － 

  女性部会周年行事引当資産 400,000 0 (400,000) － 

【特定資産合計】 4,089,300 0 (1,850,000) (2,239,300) 

【合      計】 14,089,300  0 (11,850,000) (2,239,300) 

 

 



４．引当金の増減額及びその残高 

     引当金の増減額及びその残高は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科  目 前期末残高 当期増加額 
当期減少額 

当期期末残高 
目的使用 その他 

退職給付引当金 2,523,500 295,800 580,000 0 2,239,300 

 

 

５．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 

     補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである 

 

補助金等の名称 交 付 者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 
貸借対照表上の

記載区分 

補助金 

 県連補助金 

一般社団法人 

静岡県法人会連合会 0 1,437,969 1,437,969 0 
一般正味財産 

補助金 

 全法連補助金 

公益財団法人 

全国法人会総連合 0 294,000 294,000 0 
一般正味財産 

助成金 

 全法連助成金 

公益財団法人 

全国法人会総連合 0 22,840,600 22,840,600 0 
指定正味財産 

助成金 

 全法連助成金 

公益財団法人 

全国法人会総連合 0 50,000 50,000 0 
一般正味財産 

合     計 
0 24,622,569 24,622,569 0 

 

 

 

６．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳 

     指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。 

 

                                         （単位：円） 

内    容 金  額 

経常収益への振替額 

  事業費計上による振替額 
22,840,600 

 

附 属 明 細 書 

 

１．基本財産及び特定資産の明細 

   基本財産及び特定資産の明細は、財務諸表の注記に記載しているため記載を省略している。 

 

2．引当金の増減額及びその残高 

   引当金の明細については、財務諸表の注記に記載しているため記載を省略している。 



科目 場所・物量等 使用目的等 金額

　（流動資産）

　　現金 　手元保管 　運転資金として 94,239

　　預金 　当座預金 〃 0

　普通預金　静銀他7行庫 〃 34,992,752

　定期預金　富士信 〃 0

　　未収金 　 0

　　未収消費税等 0

　　仮払金 　1件 　年末調整による超過税額残 58,647

　流動資産合計 35,145,638

　（固定資産）

　　基本財産 10,000,000

　　　定期預金 　定期預金　富士信 10,000,000

　　特定資産 4,089,300

　　　退職給付引当資産 　定期預金　富士信 　職員の退職金支払いに備えたもの 2,239,300

　　　社会貢献引当資産 　定期預金　清水銀行他   社会貢献事業費用に備えたもの 0

　　　周年行事引当資産 　定期預金　富士信 　周年記念事業費用に備えたもの 1,000,000

　　　青年部会周年行事引当資産 　定期預金　富士信 〃 450,000

　　　女性部会周年行事引当資産 　定期預金　富士信 〃 400,000

　　その他固定資産 3,150,000

　　　保証金 　富士商工会議所 　事務所賃貸に関する保証金 3,150,000

　固定資産合計 17,239,300

　　　資産合計 52,384,938

　（流動負債）

　　　預り金 　富士商工会議所 　2025.4～2026.3雇用保険料 53,799

　　　未払法人税等 　富士税務署　他 　翌期に納付する今期分の法人税等 71,000

　流動負債合計 124,799

　（固定負債） 2,239,300

　　　退職給付引当金 　定期預金　富士信 　 2,239,300

　固定負債合計 2,239,300

　負債合計 2,364,099

　正味財産合計 50,020,839

 財　産　目　録 

令和 8 年 3 月 31 日現在

（単位　：　円）



監 査 報 告 書 

 

一般社団法人岳南法人会 

会  長   半 澤 敏 夫  殿  
 

私たち監事は、令和７年４月１日から令和８年３月３１日までの事業年度の理事の職務の

執行状況及び財産の状況を監査いたしました。その方法及び結果について、次のとおり報

告いたします。 

 

１ 監査の方法及びその内容 

各監事は、理事及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集および監査の環境の整

備に努めるとともに、理事会その他重要な会議に出席し、理事および使用人等からその

職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を

閲覧し、業務及び財産の状況を調査いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年度

に係る事業報告について検討いたしました。 

さらに、会計帳簿又はこれに関する資料の調査を行い、当該事業年度に係る計算書類

（貸借対照表及び正味財産増減計算書）及びその附属明細書並びに財産目録について

検討いたしました。 

 

 

２ 監査意見 

（１）事業報告等の監査結果 

①事業報告は、法令及び定款に従い、法人の状況を正しく示しているものと認めま

す。 

   ②理事の職務の執行に関する不正の行為、又は法令若しくは定款に違反する重大な

事実は認められません。 

（２）計算書類及びその附属明細書並びに財産目録の監査結果 

計算書類及びその附属明細書並びに財産目録は、法人の財産及び損益の状況を

すべての重要な点において適正に示しているものと認めます。 

以上 

令和８年４月２２日 

 

一般社団法人岳南法人会 

 

監 事  山 﨑 建 治  ㊞ 

 

監 事  志 田 稔 夫  ㊞ 

 

監 事  後 藤   芳  ㊞ 



一般社団法人岳南法人会

令和７年度公益目的支出計画実施報告書

令和 7年 4月 1日 ～ 令和 8年 3月31日

１.    認可庁への事業年度報告

従来、公益法人として寄付や税制上の優遇措置を受けて形成されてきた財産が無制限に公益目的以外の

為に費消されるのは適当でないことから、一般社団法人に移行した当会には、公益目的財産を計画に基づい

て所定の期間で費消し終える報告が義務付けられています。

２.    公益目的支出計画実施報告書

（1）　令和7年度概要　　 単位（円）

（2）　公益目的支出計画の状況

単位（円）

翌事業年度

計　画 実　績 計　画 実　績 計　画

80,655,290 80,655,290 80,655,290 80,655,290 80,655,290

44,720,130 48,718,522 46,114,627 53,180,414 47,509,124

26,594,497 30,329,041 26,594,497 29,934,702 26,594,497

25,200,000 24,936,152 25,200,000 25,472,810 25,200,000

35,935,160 31,936,768 34,540,663 27,474,876 33,146,166

公益目的支出の額

実施事業収入の額

公益目的財産残額

前事業年度 当該事業年度

公益目的財産額

公益目的収支差額

公益目的支出計画の完了 ①計画上の完了見込 令和33年3月31日

予定事業年度の末日 ②①より早まる見込みの場合

②当該事業年度の公益目的支出の額 29,934,702

③当該事業年度の実施事業収入の額 25,472,810

3　当該事業年度末日の公益目的財産額 27,474,876

1　公益財産目的 80,655,290

２　当該事業年度末日の公益目的収支差額 53,180,414

①前事業年度末日の公益目的収支差額 48,718,522



 監 査 報 告 書 

 

一般社団法人岳南法人会 

会  長   半 澤 敏 夫  殿  
 

 

私たち監事は、令和７年４月１日から令和８年３月３１日までの事業年度の公益目的支出

計画実施報告書に関する監査いたしました。その方法及び結果について、次のとおり報告

いたします。 

 

１ 監査の方法及びその内容 

各監事は、理事及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備

に努めるとともに、理事会その他重要な会議に出席し、理事および使用人等からその職

務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲

覧し、業務及び財産の状況を調査いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年度に

係る公益目的支出計画実施報告書について検討いたしました。 

 

 

２ 監査意見 

   公益目的支出計画実施報告書は法令および定款に従い、法人の公益目的支出計画

の実施の状況を正しく示しているものと認めます。 

   以上 

 

 

令和８年４月２２日 

 

一般社団法人岳南法人会 

 

監 事  山 﨑 建 治  ㊞ 

 

監 事  志 田 稔 夫  ㊞ 

 

監 事  後 藤   芳  ㊞ 

 


